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1．はじめに
　1997年10月，香港特別行政区の薫建華長官は，1998年秋の新学年度からすべての中学校に少
なくともひとりのネイティヴ英語教師を配置するという計画一Native　English－speaking
Teacher　Scheme（以下，　NET計画）一を実施すると発表した。7月1日にイギリスから中国
へと香港が返還されてからまだ間もない時期のことであった。
　計画は98年9月から実施され，オーストラリア・カナダ㌧イギリス・ニュージーランドなど
から渡航してきた400名を越えるネイティヴ英語教師（以下NET）が教壇に立ち，現在では小
学校にもNETが派遣されているという。
　NET計画については，政策発表以来，賛否の議論がたえることなく続けられている＊1。生
徒が本物の英語，正確な発音にふれることができ，英語を使う機会が増えるという賛成論，英
語能力の低い生徒はNETと意思疎通ができず結果的に語学学習が進まない，あるいは，　NET
は香港の生徒の語学学習上のニーズ・問題を理解していないという反対論などである。これ
は，「国際化」への対応として英語能力向上が課題とされている日本の学校教育と，一見，重
なるように思われる状況である。しかし，少しその背景に立ち入ってみると，NET計画をめ
ぐって顕在化してくる諸問題は，単に英語教育の事柄であるにとどまらず，返還後の香港がお
かれた政治的・経済的な位置とそこでの教育の問題をある意味で集約的に表すものであること
がわかってくる。
　本稿では，この香港におけるNET計画を手がかりにしながら，グローバリゼーションのな
かでの学校教育，とりわけ教師の位置の変化を考えてみたい。
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2．香港の学校教育と言語環境
　香港では，イギリス植民地政府の手足となる現地官僚を育成することが教育制度整備の出発
点となっていたため，そこには植民地主義的性格が色濃く反映されていた＊2。教育媒介言語を
厳しく英語に限定する香港大学The　University　of　Hong　Kong（1911年創設）が唯一の大学と
して頂点に立つ状況は，1963年に香港中文大学The　Chinese　University　of　Hong　Kongが創設
されるまで半世紀続き，教育の世界においても英語は「上位言語」とみなされてきた。初等・
中等教育が義務化されるのは1970年代を待ってからのことである。
　小学校は6年間，中学校は初中junior－secondary（S．1－3）と高中senior－secondary（S．　4－5）
の5年間である。初中修了までの9年間が義務教育となっている。小学校段階では，ほとんど
の学校で中国語による教育が行われている。中学校は，英語を教育媒介言語とする英文中学
English　medium　schoolsと中国語を教育媒介言語とする中文中学Chinese　medium　schoolsと
に分かれる。宗主国の言語である英語を駆使できることが高い社会的地位につながった現実の
なかで，世間的評価では当然のこととして英文中学が“良い学校”の代名詞となる。このため，
1960年代以降の中等教育の拡大期に次々と新設される中学のほとんどが英文中学の看板を掲げ
た。この結果，1997年度には85％以上が英文中学に通学する状態であったという＊3。
　子どもたちのほとんどは，小学校入学までは広東語のコミュニケーションのなかで育つ。小
学校での教育は先に「中国語による」と書いたが，正確に言うと，北京語で書かれた教科書の
文章を広東語の発音で朗読して構文を学習するというやりかたである。ただし，北京語の発
音・会話，広東語の表記法は教えられない＊4。広東語は話しことばであるため，一般に広東語
を使って文章を書くことはなく，広東語の会話的表現にはそれに対応した漢字がないことがし
ばしばであるという。香港では人々は「話しことばと書きことばが大きく乖離した状態のま
ま，文書語には北京語，会話には広東語と，二つを使い分けて言語生活を送って」いる＊5が，
その状態で暮らせる条件が小学校で準備されているとも言える。
　生徒たちの圧倒的多数が通う英文中学での授業は，学校によって程度に差はあるが，実際に
は，英語をかなりの広東語で補いながら，あるいは広東語に英語を少し織り交ぜた中英混合語
で行われる。日常会話では広東語が圧倒的であり，かつ中等教育が大衆化しているという香港
の状況は，初中（S．1－3）及びそれ以降の生徒の大半が教育媒介言語としての英語に十分に熟
達してはいないことを意味する。同じことは英語のネイティヴではない教師の側にも当てはま
る＊6。試験答案は英語で作成しなければならないため，生徒は英語を使って読み・書き・試験
に通ることはできるが話すスキルはあまり高くならない＊7。また，英語で教えていることが学
習内容の理解をさまたげ，学習達成水準を全般的に下げている原因だとの指摘もされていた。
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3．教師教育の状況
　香港の教員養成はイギリスの影響を強く受けて，歴史的には二元制度binary　systemで行わ
れてきた。大学では学士号を持った（graduate）中等学校教師を養成し，非大学セクターで学
士号を持たない（nongraduate），小学校・初中・技術教育学校の教師を養成するというシス
テムである。学士号を持つ教師と（養成は受けたが）学士号を持たない教師の間には昇進の進
度差があるなど，教師間の仲間意識が育ちにくく＊8，統一された専門職となるには障害が多か
った。
　大学の養成課程は教育署の認定approvalを受ける必要はなく，外部試験官の査察と助言を
受ける。これに対して非大学セクターの養成課程は教育署の直接管轄下におかれる＊9。非大学
セクターとして教員養成を行ってきた5つの機関一葛量洪教育学院Grantham　College　of　Edu－
cation，羅富国教育学院Northcote　College　of　Education，柏立基教育学院Sir　Robert　Black
College　of　Education，香港工商師範学院the　Hong　Kong　Technical　Teacher’s　College，語文教
育学院the　lnstitute　of　Language　in　Education一は1994年4月に併合され，香港教育学院The
Hong　Kong　Institute　of　Educationが創設された。
　現在，香港の教員養成は，香港大学，香港中文大学，香港浸会大学The　Hong　Kong　Baptist
Universityの3つの大学と香港教育学院で行われている。香港教育学院は1997年より大学資助
委員会University　Grants　Committeeの助成を受け，1998年には学士号授与資格を取得して，
すでに大学への昇格が決定している。
　二元制度は，制度的にはこのように解消へと向かっているが，学校現場における状況はまだ
大きくそれに規定されている。かつて，香港政庁は教育制度の全般的見直しのために海外の著
名教育者を任命して委員会を発足させたが，その委員会が1982年に出した報告書（委員長ルウ
ェリン卿Sir　John　Llewellynの名をとって『ルウェリン報告』）では，学士号を持つ教師のか
なりの部分が専門的な養成professional　trainingを受けていないこと，他方，小学校教師のた
めの学士課程がないことが問題として指摘されていた＊10。1990年代末では，中学校において
学士号を持つ教師は6～7割に達するが，その相当部分がまだ養成を受けていない者で占めら
れている＊11。また，英語・中国語・数学のように学士号を持った教師の不足がおこりやすい
教科では，本来は学士号所持者が占めるべきポストに学士号を持たない教師が就いて，高中
（S．4－5）でも教えているという＊12。すべての教師が学士号を持ち，かつ，養成教育を受けて
いること“all－graduate，　all－trained　profession”は，達成途上の課題である。
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4．ふたつのNET計画が突き当たったもの
　（1）返還前のNET計画
　ところで，ネイティヴ英語教師を学校に配置するNET計画は，実は，返還後の目新しい施
策ではない。
　9年の義務教育開始による生徒数増大と学級規模拡大，そして先に述べたように初中（S．1
－3）入学の時点では子どもの英語レベルが一般的に低いことから，80年代以降，初中学校では
英語を教育媒介言語とすることの矛盾が顕在化するようになる。これは，社会的には，若者の
英語力低下，それを招いた香港の（ネイティヴではない）英語教師たちの力量不足として問題
にされる。これへの対応策として，政府はネイティヴ英語教師を招聰して早い段階から本物の
英語にふれさせるという提案を行った。これが一つ目のNET計画である＊13。
　この計画は，政府が認めたものであったにもかかわらず，広く実施が進んだとは言えなかっ
た。その理由は，NETのための宿舎の手配など管理的業務が増えることが嫌われたこともあ
るが，主要には，NETの採るコミュニケーショソ重視の教授方法communicative　approach
が香港での普通の教授方法とは異なる，試験の役に立たない，として生徒や教師から支持され
なかったためである＊14。ここでは，単なる教授方法の問題にとどまらず，香港固有の学校文
化・教師文化とNETのそれとの間に軋礫が生じ，　NETは教室とスタッフ間で実際的な困難
に直面することになった。例えば，会話の授業を担当するNETは他の教師たちより採点等の
附随業務が少なく，また，課外活動に関わることも少ない。これについて他の教師たちの間に
不満と憤りが広がると，両者間に健全で望ましいコミュニケーションが成立しなくなり，ただ
でさえ（特に他の香港人のいる前では）英語を使いたがらない教師たちは職員会議でも英語を
使わなくなり，これがNETにとっての言語障壁となってますます疎外が進む，といったよう
にである＊15。こうして，一つ目のNET計画は，返還前に終了していた。
　（2）返還後のNET計画
　「はじめに」で紹介したNET計画は，この後に実施された二つめのものであり，規模的に
は一つ目を上回っている。
　この二つめのNET計画の評価のために，香港教育学院のグループ（委員長はDr．　Peter
Storey）が語学教育研究常設委員会Standing　Committee　on　Language　Education　and
Researchの委任を受けて，1998年ll月から2000年までをカバーする調査を実施した。2002年
2月に政府から刊行されたその報告書によると，NETが入ったことで生徒の話す・聞く能力
については試験得点（Hong　Kong　Attainment　Testsの得点）に顕著な向上がみられたという。
しかし，地元香港の教師たちとの協同がうまくいかないという問題は継続している。報告書は
その要因を，過重負担や時間不足のためだけではなく，NETと香港の教師たちとの間で「文
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化の共有」ができないこと，香港の学校では試験のためのやり方が確立され広く支持されてい
ること，に求めていた＊16。
　香港でNETとして1年半をすごしたオーストラリア人女性は，学力的に高い英文中学に配
置されて教師にも生徒にも歓迎され，同僚教師のほとんどがNET計画に積極的で新しい考え
方に関心を持っていたということから，自分個人としての経験は肯定的に評価している。しか
しながら，香港の教師たちの間には，試験に照準を合わせる香港の生徒の教育ニーズには自分
たちの方がより良く応えることができるにもかかわらず，（そういったニーズを満たし得ない）
NETが自分たちに比して特恵的な条件を与えられているという敵対的な意識が存在するのが
一般的であった，と述べている＊17。問題の現れ方は，一つ目のNET計画の場合と基本的には
変わっていないのである。
　試験制度が香港の学校カリキュラムや実際の教室での授業のあり方を極めて強く規定してい
ることは，広く一致して認められている。高中（S．4－5）修了時の統一試験Hong　Kong　Cer－
tificate　of　Education（昔の中国の科挙をもじって「会考」と呼ばれる＊18）の存在は重く，そ
こで好成績をおさめることをめざすために，日々の授業が教師中心・指示的・知識伝達型のも
のになり，教師はいかにも教師ぶったdidactic，厳格なアプローチdisciplinarian　approachを
とることになると言われている。
　香港の教員養成担当者・学校教師の立場からは，この問題状況に対して，コミュニケーショ
ン重視の教授方法はNETの強みではあるが，試験向けという香港の学習文脈のなかでは程良
くコソトロールされる必要があるとの指摘がされている。統一テストでは，話す・聞くといっ
たコミュニケーショソ・スキルだけではなく英語の知識を駆使する能力も問われるため，生徒
はこれの準備をしなければならない；香港の生徒は一般に実利的な動機（ここでは試験で好成
績をあげること）で英語を学習するため，NETがよく用いるリズムや歌・会話・語学ゲーム
といった方法にたよるだけでは生徒の学習意欲を喚起することはできない；しかしこのことは
逆に，生徒に自分たちの実践的・現実的ニーズに合っていると感じさせることができれば，
NETによる英語教育は役に立って効果的だとの評価を獲得できるというのである＊19。その根
拠としては，4つの異なる中学校で164名の生徒を対象に行った調査から，生徒は教師とは違
って，NETやその教授方法に心理的な抵抗を持ってはおらず，おおむね肯定的であるとの結
果が得られたことがあげられている＊20。
　ちなみに，新しい教授方法と学校に実際に広がっているやり方との間の軋礫は，NETの場
合に限らない。大学における教員養成と学校現場の間の問題としても，同様の軋礫は生じてき
た。例えば，1986－87，87－88年度に中学校に就職した200名の学士号取得教師のほとんどが，
多くの生徒・親・他の教師たちによって試験の結果を出すのに最適あると信じられている，伝
統的な，確立された教室での作法に従うようにとの強いプレッシャーを感じると報告してい
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た。このような事態が，学士号取得教師の46％が3年目までにもっと合うところを求めて職場
を替わるか替わろうとし，教職から完全に離れることを考える者が24％に及ぶ理由のひとつに
なっていると言われている＊21。彼らが大学で学んだ新しい教授方法はほぼすべてが欧米の教
育理論にもとつくものであり，“大学（研究）一学校現場（実践）”という軸に“西洋一東洋”
という軸がかぶさっていることに注意が引かれる。
　このような状況のなかでは，NETが香港に定着することは容易ではなく，2002年8月に契
約のきれる300人のNETのうち100人分の代替者を確保する必要が生じ，教育当局は海外から
の教師のなかに香港の教育環境に適応できない者がいることを認めたという＊22。
5．NET計画と大学における養成教育との連結
　このように，これまでの形態でのNET計画では，突き当たった問題を解決できないことか
ら，NET計画は新たな展開を見せる。　NET計画と大学における養成教育の連結である。これ
は，NET計画における改良のポイントは，適切な教師を選抜することと，　NETへの導入教育
及び支援とにあるという認識にもとついていた。ただし，この場合の「大学」は，学生が英語
のネイティヴ・スピーカーであることの必要性から，地元香港の大学ではないところが重要で
ある。
　2002年度，オーストラリアのニューイングラソド大学University　of　New　England（以下
UNE）と香港大学教育学部とが協同してNETプラクティクムを実施した。これは，オース
トラリアの教員養成教育の最終段階にあるll人のUNE学生が，香港の学校でNETとして8
週間を送るというものである。学生たちは，第二言語としての英語English　as　a　Second　Lan－
guage（以下ESL），英語，英語以外の言語を専攻する者である。プラクティクムは「学校に
基礎をおく学習を通しての英語力向上Enhancing　English　Pro且ciency　through　School－Based
Learning」と題するプロジェクトで香港政府から得た資金で運営され，学生には旅費と生活
費が支給される。NETとしてプラクティクム期間中の学生への学問的な支援と評価は大学の
責任で行われる＊23。
　オーストラリアでは，1970年代に「白豪主義」から「多文化主義」へ移行したことと関連し
て，大学における教員養成課程の学生に国外一とりわけアジアーの学校での教育経験の機会を
設定することがこれまでも多く行われてきた＊24。近年，学生たちの間では国外で教師として
就職することへの関心が高まってきており，このことが大学にとっては教員養成プログラムの
一要素として国外教育経験を組み入れることへのいっそうの圧力となり＊25，国際的プラクテ
ィクムの形で実施されるようになっている。UNEの場合も，すでにインドネシア，タイ，ベ
トナム，中国，フィジー，シソガポールでプラクティクムの経験を持っていた＊26。
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　しかしながら，今回のNETプラクティクムは，養成教育の筋で考えられてきたこれまでの
ものとは異なり，UNE側が「香港におけるESL教師市場への直接的な反応」＊27として取り組
んだところにその特徴がある。プロジェクト全体の主目的は，1）選抜された香港の学校に英
語プログラム，とりわけ会話教育のための教育支援を行うこと，2）学生が香港でNETとし
て働くための導入教育となること，3）将来のNET予備軍を確保すること，4）異文化間での
教育と人的配置の問題について両大学の研究機会を確保すること，である＊28。安定的にNET
を確保したい香港側と，香港のESL教師市場の成長性をみこして学生の就職先を開拓しよう
とするオーストラリア側が，「効果的」なNET計画一NETの学校現場への適応と生徒の英語
力向上一のための方策を共同でさぐろうとしているのである。
6．香港の教育改革とNET計画
　返還後，香港特別行政区政府は，「両文三語」’bi－literacy／tri－lingual’を掲げ，従来の英語重
視社会からの転換を指向している。書きことばとして中文と英文，話しことばとして広東語・
普通話＊29・英語を，という方針である。そして，1998年9月の新学期から中学校での教育媒
介言語を広東語にするよう義務づけた＊30。このような英語と広東語・北京語との間の地位変
動は，返還後も50年間は資本主義的な政治・経済制度が維持される「一国二制度」ではあって
も，「中国の一部として求心力」＊31，ある種の国民的アイデソティティを形成していく言語的
基盤となるだろう。二つ目のNET計画は，中学校での教育媒介言語を広東語にするというこ
の措置と同時スタートしている。広東語・北京語による教育によって従来の英文中学について
指摘されてきた教科全般にわたる学習の困難さを解消し，同時に「求心力」を醸成しようとす
るときに，NET計画は，グローバリゼーショソ対応で，より実践的でより高度な英語力をつ
ける保障という役割を与えられている。
　ところで，教育媒介言語としての広東語の義務づけは，英語使用の学校を例外的に認めたこ
とで，中学校の新たな階層化とも言える状況を生み出した。実施の過程で，英語使用を望む中
学は許可を申請するように求められたが，教師も生徒も英語を教育媒介言語とするにふさわし
い水準にあるとして英文中学を許可されたのは，結果的に，400校以上あるなかのll4校のみで
あった＊32。激減した英文中学はエリート校のポジショソを約束され，受験生が殺到する事態
となった。1960年代から膨張し続けた「英文中学」が，その名に値すると認められた学校にの
み許される看板となったことで，階層構造が明示的になったといえる。
　これに，学校設置・管理形態の多元化が重なってくる。香港の学校は従来は，政府からの助
成金を受ける公教育セクターと助成金を受けない私立校private　schoolsに分かれていた。公
教育セクターは官立校goverment　schoolsと資助校aided　schoolsからなる。官立校は教育署
一45一
が直接に運営する学校である。資助校は，民間運営のため本来は私立校であるが，義務教育化
を実施した際に政府から助成金を受けることで授業料を無料にした学校で，官立校と同様に教
育署の規制を受ける。ここに，1991年から私立校を対象とした直接資助計画Direct　Subsidy
Scheme（以下DSS）が実施され，公教育セクターでは提供できない質の高い教育を実践して
いる私立校に対する政府からの助成金の直接支給が行われるようになった。DSS校は助成金
を受けるにもかかわらず，資助校とは異なり，カリキュラム・授業料・入学試験などであらゆ
る自主性が保証されている＊33。広東語義務づけによって中文中学になった学校に，かつてよ
り厳密なガイドライソが適用されているのとは対照的な扱いである。さらに，2000年からは，
資助校が公教育セクターから離脱してDSSに参加することも可能になった＊34。これらは，イ
ギリスなど多くの国々と共通する改革動向である。
　このような改革動向との関係でNET計画がどのような位置を占めるのかについては，材料
が少ないために結論を出すことはできない。しかし，政府はNET計画に対して，英語そのも
のの水準向上について貢献することと，より広範な教育改革に向けて学校内部に変化を起こす
役割との二つを託していた，という分析がなされていること＊35は指摘しておきたい。
7．改革の中の教師
　改革動向との関係でいえば，NET計画は，改革の陰に残存したままになっている旧い問題
をあぶりだすという機能を期せずして果たしている。
　オーストラリアからNETプラクティクムに参加した女子学生にとって，スカートと袖のあ
るブラウスを着用すること，かかとの開いたサンダル・タイプの靴ははかないこと，髪を染め
るなということも含んで明文化された服装規程のある学校があること，肌を露出する服や身体
のライソの出る服が学校や教師社会で強い違和感をもたれること，中学生から授業中に年齢と
体重をたずねられること等，すべてがカルチャー・ショックであり，場合によっては自分が
オーストラリア人であるというアイデソティティを脅かされさえするものであったと報告され
ている＊36。先にふれた試験対策を最重視した教授方法とも合わせて，香港の学校現場が頑迷
固随に伝統的な規範に固執しているとも受け取られる状態である。しかし，NETたちのカル
チャー・ショックを詳しく読みとっていくと，問題は教師たちがさらされている勤務条件と，
それと相互規定的な関係にある教師文化・学校文化にねさしたものであることが見えてくる。
　「学級規模が非常に大きい（40－45人）」＊37という驚きはNETに一様にみられるものである。
また，早朝から夜遅くまでの長時間勤務が常態化し，NETに対して“時間の節約と長く学校
に残るために食べ物を持ってくるように”とのアドバイスがなされる職場で，「学生たちはプ
ラクティクムの間，たいてい疲れ果ててしまったが，香港の教師たちがどのような（社会的）
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期待の下に働いているかを知ってとても驚いた」＊SSという。まさに，「香港の英語教師たちが
NETのネイティヴとしての専門的知識・技術を認め，教育についてのアイデアに興味を持っ
たとしても，彼らの生活にはそういったアイデアを自分の授業に取り込むことを深く考える余
裕が全くない。議論の場もティームで計画を立てることもない。教師たちは採点，テストの準
備，生徒に膨大な量の練習と課題を行わせることにあまりに忙しい」＊39のである。
　香港では70年代以来教師不足に苦しんだ要因として，大規模学級や教科指導以外の仕事の負
担など，待遇改善が進まず，「新規学卒者にとって教育現場が，おそらく魅力的な職場に映っ
ていない」ということが指摘されてきた＊40。NETの見た職場としての学校はここから変わっ
てはいないだろう。NET計画は，外部のまなざしによって，香港の教師が取り巻かれている
旧い問題を顕在化させたといえる。
　改革のなかで香港の教師が直面しているのは，当然のことながら，これらの旧い問題だけで
はない。NET計画の後を追う形で政府が導入したのが，教師の英語教授能力評価Language
Pro且ciency　Assessment　for　Teachers（English　Language）である。英語専攻で学士号を取っ
た者以外すべてを対象とするこの評価は，現職教師による請願・集会・メディアを使っての宣
伝・抗議デモ等，空前の抵抗を引き起こした。これら「言語問題」は「教職の専門職としての
完全さに対する望まざる侵害」を含む新しい状況の象徴であるという＊41。トップダウン的な
改革の動きのなかで教師が周辺化され，専門職としての自律の拡大を求めても政府からの強い
介入に阻まれ，さらにIT化などによる新しい負担への対応と学校間競争に駆り立てられて教
師がバーンアウトの危機に瀕するという状況は，日本’42，イギリス，そしてオーストラリア
やニュージーランドなど43と共通している。
8．おわりに一グローバル市場に流通する教師
　UNEのNETプラクティクムは，グローバル教育市場においてネイティヴの英語教師が
「価値ある商品avalued　commodity」＊44とみなされるようになってきているという情況認識に
立ち，「交換商品の相対的価値」＊45を高めることを明確にターゲットとしたとりくみである。
　一定の基準に則って大量の学校教師を養成するという教員養成の営みは，近代公教育制度を
確立する条件として成立したものである。教員養成はそれぞれの国民国家とその教育制度とに
分かちがたく結びつけられてきた。しかし，語学や数学・情報教育をはじめとして，教師たち
が国境を越えて移動することは，英語圏やEU域内ではすでにめずらしくなくなっている。
そのなかで，例えば，UNE学生はweb上で求人情報を検索し，オーストラリア各州・イギリ
ス・その他先進国からのオファーを自分の側が選択できる状態にあるため，地方固有の事情や
学校教育提供者への忠誠に煩わされずにすむと感じている＊46という。オーストラリア国内で
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は，日本やイギリスと同様に，「改革」のなかで教師の既得権が掘りくずされ，教師の専門職
性の変容が迫られているが，同時に，グローパリゼーショソによってそれまでの統制装置が無
意味となる可能性も見えなくはない。
　部分的に規制緩和がされたとしても，なんらかの形の国民教育制度が存続する限り，その担
い手を育てる教員養成が完全に市場の論理にゆだねられることはありえない。NETプラクテ
ィクムによって「香港の学校改革がオーストラリアの教師教育と構造的に関連づけられる」＊47
という事態が進んでいるとき，教員養成には，グローバリゼーショソのなかの市場という新た
なステージを視野に入れた思考が迫られている。
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